
年度　事業シート

第5次廿日市市総合計画　（後期基本計画）

1
1
2

年度

１　事業の目的、意図

２　事業の実施主体・関係団体・役割

３　平成 年度 決算 （事業の内容・コスト情報・目標到達見込）
①自主防災組織の立ち上げ・活性化のための財政支援
・廿日市市自主防災組織補助金

　組織設立時の資機材購入の初期費用や訓練などの活動経費の補助を行った。
・自主防災組織育成事業補助金

　自治総合センターのコミュニティ助成事業を活用し、活動に必要な資機材購入費の補助を行った。
②防災・減災に関する普及啓発（南海トラフの巨大地震による津波への対策）
・津波ハザードマップの作成（対象地域：廿日市地域・大野地域・宮島地域）

　津波発生時に的確に避難してもらうため、津波で浸水が予測される区域や避難場所などを掲載したマップ
を作成し、配布した。

・海抜表示板設置（対象地域：廿日市地域・大野地域・宮島地域）
　日頃から生活している場所の高さを意識し、津波から避難する際の参考にしてもらうため、海抜5ｍ以下
の電柱や公園等、224箇所にその土地の高さを示した表示板を設置した。

◆事業費関連
【歳入】

円

【歳出】
委託料 円
（ハザードマップ業務委託） 円
（海抜表示板業務委託） 円
負担金、補助及び交付金 円
（廿日市市自主防災組織補助金）　　 円
（自主防災組織育成事業補助金） 円

年度決算 年度決算①

自主防災組織主催の訓練等開催回数
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人

4,500,000

平成

5,091,600

10,977,936

平成

安全で安心して暮らせるまちに

災害に強いまちをつくる

25

活
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87.9 99.1自主防災組織の組織率

自主防災組織補助金の利用割合 57 90

人 117,680

6,228,120

8,731,120 16,069,536

6,477,936

①

  総  事  業  費 (A+B)

単
位
コ
ス

ト
換
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118,000
市民1人当たり

②

74

人

人口（4月1日現在）

H25からH26へ繰越

0.60

    借   入   金   ( 市 債 )

2,503,000

    国   庫   支   出   金

25

  直  接  事  業  費  A

財
源
内
訳     そ   の   他（使用料など）

    県　 支　 出　 金

担当課名

自主防災活動推進事業
事業開始年度

重 点 的 取 組

事業名

・市
・自主防災組織

自主防災組織の設立・育成の支援

・自主防災組織
・コミュニティ組織
・請負業者　・県

①自主防災組織の立ち上げ・活性化のための財政支援（補助金交付事
務）
②防災・減災に関する普及啓発

自治振興部　地域政策課

健やかな暮らしを支え、安全で快適に暮らせるはつかいち 款 消防費
予
算
科
目

会計

04

一般会計01

実施主体 関係団体（パートナー）

【対象】誰の（何の）ために

消防費
防災費目

事業実施に係る市役所（職員）の役割

【目指す姿・意図】（いつまでに、どういう状態に）

25

災害対策基本法、廿日市市自
主防災組織補助金交付要綱、
廿日市市地域防災計画

基 本 目 標 08

目
的

・市民
・自主防災組織

項 01

根拠法令
条例

個別計画 等

政 策 目 標

「自分や家族の身の安全は、自分が守る。隣近所で助け合い、自分たちの地区は自分
たちが守る。」という自助、共助の意識が高まり、市民と行政、それぞれが役割を認
識・共有しながら「防災・減災」に取り組み、地域防災力の強化が図られている。
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）

宝くじコミュニティ助成金（自治総合センターコミュニティ助成事業）

平成 24 ①のうちH24から繰越
2,503,000

4,500,000

25

868,900

1,531,000

項　　目

  人  件  費  (按 分） B
0.71

    市  （ 市税 な ど ）

4,078,036
4,946,936

4,500,000

6,031,000


